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「全国安全週間」（７月１日～７日）を実施！ 
～新たな時代に  PDCA みんなで築こう ゼロ災職場～ 

栃木県内の平成 30 年の死傷者数が 1,930 人と前年度比 4.6％増加し、過去 10 年間で最多を

記録した中、全国安全週間（７月１日～７月７日）を迎えます。 

栃木労働局（局長 浅野浩美）では、平成 30 年の労働災害発生状況の分析結果をもとに、事

故の型、業種、性別、年齢など具体的に注意すべきポイントを示しつつ、全国安全週間（７月１日

～７日）とその準備期間（６月１日～３０日）を中心に、事業場、関係団体等に、積極的な労働災

害防止活動の実施を働きかけます。 

① 安全週間準備説明会 

県内７労働基準監督署において、下表のとおり、安全週間準備説明会（安全研修・安全大会

を含む。）を開催し、各事業場を指導します。 

宇都宮労働基準監督署 ６月１３日 コンセーレ 

足利労働基準監督署 ６月１７日 足利市民プラザ 

栃木労働基準監督署 
６月 ７日 栃木市文化会館 

６月１３日 佐野市勤労者会館 

鹿沼労働基準監督署 ６月１３日 鹿沼市職業訓練センター 

大田原労働基準監督署 ６月 ６日 那須野が原ハーモニーホール 

日光労働基準監督署 ６月 ５日 日光市大沢公民館 

真岡労働基準監督署 ６月１１日 真岡市青年女性会館 

② 建設工事関係者連絡会議（詳細は別途お知らせします。） 

６月２４日(月)１３時３０分から、公共機関が発注する建設工事における労働災害防止活動

の促進を図るために開催します（会場：栃木労働局会議室）。 

③ 栃木労働局長による「建設工事現場パトロール」（詳細は別途お知らせします。） 

７月１日（月）１３時４５分から、総合スポーツゾーン東エリア整備運営事業（宇都宮市今宮）に

おいて、実施します。 

④ 交通労働災害防止関係機関連絡協議会（詳細は別途お知らせします。） 

７月１０日（水）１４時から、交通労働災害防止対策を推進するために開催します（会場：栃木

労働局会議室）。 

⑤ 熱中症予防対策の徹底 

７月は、政府全体の取組である熱中症予防重点取組期間です。熱中症による死亡災害ゼロ

を目指す「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン」（５月１日～９月３０日）を強力に推進し

ます。 

令和元年 5月 31 日 
【照会先】 

 栃木労働局 労働基準部健康安全課 

    課 長  井口  惠貴 

安全専門官  山田 和昭 

  電話 028-634-9117 

厚生労働省栃木労働局 
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１ 平成３１年度「全国安全週間」 

産業界における自主的な労働災害防止活動の推進、安全意識の高揚と安全活動の定着を目

的に、７月１日から７日まで全国一斉に展開します（本年で９２回目）。 

平成３１年度の安全週間は、 「新たな時代に PDCA みんなで築こう ゼロ災職場」をスローガ

ンとして実施されます。 

＊ 準備期間：６月１日～３０日、本週間：７月１日～７日 

＊ 全国安全週間実施要綱（資料１参照） 

２ 死亡災害の撲滅、労働災害の防止のための具体的なポイント 

 栃木県における平成３０年の労働災害発生状況（参考参照）の分析結果を踏まえ、以下のこと

に重点を置いた対策を講じるよう呼びかけます。 

（１） 死亡災害の撲滅のために…………………………………………………（資料２・３参照） 

  死亡災害 14件の内訳をみると、「交通事故」（8 件）のほか、「墜落・転落」（3 件）、「はさまれ・

巻き込まれ」（2 件）が多くなっています。 

⇒重篤な災害となる可能性のある、「墜落・転落」、「はさまれ・巻き込まれ」の死傷者について、

特に注意が必要な業種、性別を示し、具体的に注意を呼びかけます。 

＊主な重点対策： 

①建設業、運輸交通業（トラックなどの荷台からの転落）、製造業、清掃業における「墜落・転

落」災害の防止 

②製造業における「はさまれ・巻き込まれ」災害の防止 

（２） 労働災害の防止のために……………………………………………（資料２・３・４・５参照） 

 死傷災害 1,930 件の内訳をみると、「転倒」（24.7%）、「墜落・転落」（14.1%）、「動作の反動、無理

な動作」（12.6%）、「はさまれ・巻き込まれ」（12.4%）の順となっています。 

⇒（１）でみた「墜落・転落」、「はさまれ・巻き込まれ」のほか、「転倒」、「動作の反動、無理な動

作」の死傷者について、特に注意が必要な業種、性別、年齢を示し、具体的に注意を呼びかけ

ます。  

・「転倒」は、業種を問わず発生しているが、特に、小売業（女性）、道路貨物運送（男性）、飲食

店、旅館業、社会福祉施設、医療保健業において、多く発生。 

・「動作の反動、無理な動作」は、社会福祉施設（女性）、道路貨物運送（男性）が多い。 

・高齢者の占める割合が高い。また、年齢とともに女性の死傷者数が増えている。 

＊主な重点対策： 

① 「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」を進めるほか、小売業・社会福祉施設・飲食店における

「働く人に安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」を進める。 

② 「転倒・腰痛防止用視聴覚教材」の普及を図る。 

③ 「職場における腰痛予防対策指針」に基づき、腰痛予防に係る安全衛生教育を実施する。 

④ 高齢者向け「エイジアクション１００」の周知啓発を行う。 

⑤ また、秋に、転倒災害防止を目的とした講演等の実施を予定しています。 
   

３ 添付資料 

（1） 全国安全週間実施要綱 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料１ 

(2) 事故の型別・主な業種別・性別災害発生状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料２ 

(3) 性別・年齢別死傷者数、性別・年齢別経験 3 年未満の死傷者の割合・・・・・ 資料３ 

(4) 事故の型別・年齢層別の比較（H21・H30）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料４ 

（5） 平成 31 年 4 月 24 日栃木労働局発表資料「平成 30 年の死傷者数が 

過去 10 年間で最多！」 労働災害発生状況（平成３０年確定グラフ ・・・・・・・ 参考 
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平成 30 年の死傷者数が過去 10 年間で最多！ 
－ 栃木県内の休業4日以上の労働災害発生状況（確定値）－ 

 

１ 栃木県内の平成30年の労働災害発生状況（別添１参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の対策 

 

 

 

 

 

 

２ 今後の対策のポイント（別添２参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
  

なお、6月の全国安全週間準備期間、7/1～7/7の全国安全週間に向け、労働災害の動向についてさ

らに分析を進め、効果的な再発防止策を実施することとしています。 
 
３ 添付資料 

 別添１  労働災害発生状況（平成30年確定値） 

 別添２ 「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」 （添付省略） 

 

休業４日以上の死傷者数は1,930人、そのうち14人の方が亡くなられています。 
 

労働災害の概要 

・死傷者数はH29年の1,846人と比較して84人の増加 増加率は4.6％（過去10年間で最多） 

・死亡者数はH29年の16人から２人減少 

（過去10年間で最少 最多のH22年に比較して12人減少） 

・業種別の最多は第三次産業の861人（全体の44.6％）、続いて製造業551人 建設業193人 

・事故の型別の最多は「転倒災害」477人（全体の24.7％）、続いて「墜落・転落」272人

（全体の14.1％）、「動作の反動・無理な動作」244人（全体の12.6％） 

・被災者の年齢別では50歳以上が942人と全体の49％を占めている。 

 H30年の労働災害の発生状況を踏まえ、次の取組を重点的に推進する。 

・転倒災害の減少を図るために「STOP！転倒災害プロジェクト」（別添２）の取組を安全

週間説明会などのあらゆる機会を捉え業種横断的に促進する 

・高年齢労働者（50歳以上）の労働災害を防止するために「エイジアクション100」（高

年齢労働者の安全と健康確保のためのチェックリスト）の取組による職場の課題の洗い

出しと改善に向けた取組を促進する。 

平成31年4月26日 

【照会先】 栃木労働局 労働基準部 健康安全課 

課 長  井 口 惠 貴 

安全専門官  山 田 和 昭 

電       話  028-634-9117 

厚生労働省栃木労働局 

 

（参考） 平成31年4月24日栃木労働局発表資料 



死傷者数 死亡者数 死傷者数 死亡者数

全 産 業 1,846 16 1,930 14 84+  4.6+  
製 造 業 524 3 551 2 27+  5.2+  
建 設 業 211 3 193 1 -18 -8.5 
道 路 貨 物 運 送 業
陸 上 貨 物 取 扱 業

207 5 240 3 33+  15.9+  

林 業 13 20 7+  53.8+  
第 三 次 産 業 816 4 861 7 45+  5.5+  

増減率 （％）

労　働　災　害　発　生　状　況　 （平成３０年確定値） 別添1

　主要業種別 労働災害発生状況　（休業４日以上の死傷病報告書による統計で、死亡者数は内数である。）

栃木労働局 健康安全課

区　分
平成２９年 平成３０年
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